
 東大阪市工事検査実施基準

（目的）

第１条 この基準は、東大阪市工事施工規程（昭和 59年東大阪市訓令第６号）（ 以下「施

工規程」という。）に基づき、本市における工事検査について、工事の厳正な評定と検査

事務の円滑化を図るため、その実施について必要な事項を定めるものとする。ただし、

設計・施工一括発注方式については、別に定める基準によって行うものとする。

（検査対象工事）

第２条 施工規程に基づいて、施工する工事を対象として検査を実施する。

（検査の依頼）

第３条 工事を執行する課の長（ 以下「工事執行者」という。）は、施工規程第２９条に

よる検査の依頼をするときは、少なくとも予定日の３日前に次の各号の書類を添えて、

検査課長に工事の検査の依頼をしなければならない。

（１）図面       （設計変更含む） 

（２）工事費内訳明細書 

（３）工事着手届  

（４）工事工程表  （建築・建築設備に限っては、請負金額が５０万円以上の場合） 

（５）現場代理人等届 

（６）工事完成届 

（７）工事写真 

（８）工事中間出来高報告書（中間検査の場合） 

（９）臨時検査依頼理由書 （臨時検査の場合） 

（１０）工事請負契約書写し (工事請負変更契約書写し・工期変更契約書写し含む） 

（１１）前各号に定めるもののほか、検査に必要な書類 

２ その他の書類については、担当検査員と協議を行い提出または提示すること。 

（完成検査の実施）

第４条 完成検査は、受注者から工事完成届を受理した日から１４日以内に行うもの

とする。

２ 検査日時は、検査員が監督員及び受注者と調整のうえ決定し、検査課長に報告する。

３ 監督員及び受注者は完成検査に立会うものとする。（施工規程第３０条第１項）



（検査の方法）

第 5 条 施工規程第２８条の検査は、当該工事の検査時点での出来形を対象にして、実施
において目視による確認及び計測、操作確認等の方法により第８条から第１１条の検査

を行うものとする。

２ 検査時点で目視による確認が困難な部位や品質については、施工段階の工事写真及び

証明書等の関係書類の確認による検査とする。

（評定者）

第６条 評定は次に定めるものによって行うものとする。

（１） 監督員 

（２） 確認者 

（３） 検査員 

（評定の区分等）

第７条 評定区分、評定項目の評定者は別表１とする。

（工事実施状況の検査）

第８条 実施状況の検査は工事請負契約書等の履行状況について、施工計画書及び工事施

工状況等の各種の記録（工事日誌、工事写真、現況報告書等）と設計図書とを対比し、

別表２に掲げる事項に留意して書類検査により行うものとする。

（品質の検査）

第９条 品質の検査は、品質に関する各種資料、品質証明書、試験結果と設計図書等とを

比較して、別表３に基づき行うものとする。但し、外部から観察、品質管理の状況を示

す資料、写真等により当該品質を判断することが困難な場合には、工事請負契約書に定

めるところにより、必要に応じて破壊して検査を行うものとする。

（出来形の検査）

第１０条 出来形の検査は、施工図及び各種製作図と設計図書と実地の出来形を対比し、

 別表４に基づき目視及び具体的な使用動作の確認により行うものとする。但し、外部か

ら観察及び工事写真等により、当該出来形の適否を判断することが困難な場合には、工

事請負契約書に定めるところにより、必要に応じて破壊して検査を行うものとする。

（出来ばえの検査）

第１１条 出来ばえの検査は、仕上げの状態、とおり、納まりの程度及び外観について、

目視、観察により行うものとする。



（評定内容）

第１２条 評定は工事の施工状況、出来ばえ等について行うものとする。

（評定方法）

第１３条 評定は工事ごとに行うものとする。

２ 評定の時期は、監督員及び確認者は工事完成のとき、検査員は完成検査のときとする。

３ 評定は工事成績評定書（様式第３）によって行うものとし、その採点は工事成績評価

 基準（別紙）によるものとする。

４ 評定は工事ごと、評定者ごとにそれぞれ独立して公正かつ的確に行うものとする。

（評定基準）

第１４条 評定基準は評定点合計の点数区分に応じ次の通りとする。

     Ａ：８０点以上（優れている）

     Ｂ：７５点以上～７９点（良好である）

     Ｃ：６５点以上～７４点（適切である）

     Ｄ：５６点以上～６４点（やや不適切である）

     Ｅ：５６点未満（不適切である）

（検査の意見書等）

第１５条 検査員は検査の結果、工事の内容に意見等がある場合は、検査課長に報告しな

ければならない。

２ 検査課長は前項の報告を受けたときは、工事検査意見書（様式第１）を工事執行者に

送付し、処理を求めることができる。

３ 工事執行者は前項の工事検査意見書を受理したときは、工事検査処理報告書（様式第

２）にその旨を記入し、検査課長に提出しなければならない。

（検査及び評価報告）

第１６条 検査員は評定を行ったときは、施工規程第３２条に定める工事検査報告書

に次の書類を添えて遅滞なく検査課長に評定結果を報告するものとする。

（１）工事成績評定書（様式第３）

（２）工事成績評定内訳書（様式第４）（様式第５）

（３）工事検査依頼書・・・施工規程第２９条

（完成）

第１７条 工事の完成は、検査課長が工事検査報告書を審査し、疑義がないと認めたとき

は工事執行者の完成年月日とし、手直し等のある場合においては、手直し工事完了の年



月日とする。

（検査結果及び工事成績の通知）

第１８条 完成検査により完了を確認した工事について、工事請負契約書第３２条第２項

に基づき当該工事の受注者に対してそれらの結果を通知し、別に定める方法により評定

点を公表するものとする。

（工期の変更）

第１９条 施工規程第２２条の規定に基づき、工期の変更が生じたときは、工事執行者は

検査課長に変更理由を報告しなければならない。

（適用除外）

第２０条 契約金額が５００万円未満の工事は、本評定の対象から除外し様式１から様式

５及び別表（イ）、（ロ）、（ハ）により評定する。

附則（平成３年２月１日施行）

この基準は、平成１７年４月１日から施行する。但し第１８条の規定による通知は平成

１７年度発注工事から適用する。

   附則

 この基準は、平成２７年４月１日から施行する。

   附則

 この基準は、平成３１年４月１日から施行する。

附則

 この基準は、令和２年４月１日から施行する。

附則

 この基準は、令和４年４月１日から施行する。

附則

 この基準は、令和４年９月１日から施行する。

附則

 この基準は、令和５年４月１日から施行する。


